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事 務 連 絡（保６５） 

平成１５年７月２９日 

 

都道府県医師会 

  社会保険担当理事 殿 

 

             日本医師会副会長 

                  青 柳  俊 

 

医療法改正に伴う診療報酬上の取り扱いについて 

 

 平成１３年の医療法改正により、従来「その他の病床」であった

病床について、病院の開設者は改正医療法の病床区分に従って、本

年（平成１５年）８月３１日までに「一般病床」か「療養病床」へ

の移行を届け出ることになっております。 

 改正医療法では、届出を行わないと開設の許可が取り消されたも

のとみなされますので、未だ、届出を行っていない医療機関は期日

までに届出をお願いいたします。この件に関しては、すでに地域医

療第１課より平成１５年５月２８日付け日医発第１７３号(地Ⅰ37)

にてご連絡申し上げております。 

 改正医療法の病床区分を届け出たことにより、診療報酬の算定要

件が下記のとおり変わる部分がありますので、病院関係の会員の先

生方にご留意いただきますようお取り計らい方、よろしくお願い申

し上げます。 

 

記 

 

１．老人病棟入院基本料について 

  老人病棟老人入院基本料 ⇒ 廃止 

   医療法の病床区分の届出期間が満了することにより、老人病

棟は廃止され、平成１５年９月１日からは新病床区分による入

院基本料を算定することとなる。 

 



 

２．再診料、外来診療料の算定について 

  基本診療料の再診料、外来診療料における算定要件の病床数は、

平成１５年９月１日から「一般病床」の２００床が基準となる。 

  この件は既に平成１５年３月１３日から同年８月３１日までの

間は「一般病床」及び「その他の病床」が対象として実施されて

いるが、平成１５年９月１日からは「一般病床」のみが対象とな

る。（医療法による病床区分の届出期間が終了するため） 

（１）再診料 

   診療所及び一般病床が２００床未満の病院が算定する。 

     なお、特定疾患療養指導料、生活習慣病指導管理料、診

療情報提供料等の算定要件の病床数は一般病床数ではなく、

従来どおり医療機関全体の許可病床数による。 

（２）外来診療料 

   一般病床が２００床以上の病院が算定する。 

 

  また、基本診療料の再診料、外来診療料における初・再診時の

選定療養に係る算定要件の病床数の計算方法は、従前どおり医療

機関全体の許可病床数が２００床以上の病院が対象である。 

 

３．一般病床の看護職員の標準人員基準が３：１となることに伴う

診療報酬上の変更について 

 平成１５年９月１日から医療法の標準が３：１となることに伴

い、現在、入院基本料４及び入院基本料５を算定している保険医

療機関においても、３：１の医療法標準を満たさないため標欠に

該当することになる場合は、入院基本料４及び入院基本料５の所

定点数に対して「医療法標準人員未満保険医療機関の取扱い」

（いわゆる標欠による減額）により算出した点数を算定すること

になる。（平成１８年２月２８日までは２００床以上の病院が対

象となる。） 

  ただし、現に許可病床数が２００床未満の病院については、平

成１８年２月２８日までの間は一般病床での４：１が認められる

ことから、医療法標準は４：１であるので入院基本料４及び入院

基本料５のそれぞれの点数を算定する。 
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